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５年連続路線価上昇
前年比2.9％プラス

国税庁は７月１日、相続税や贈与税の財産評価

の基準となる路線価を公表しました。令和８年分

の全国平均変動率は前年比2.9％のプラスとなり、

５年連続の上昇を記録しました。

都道府県別平均では、前年より１県増となる36

都道府県で上昇しました。上昇率の上位は東京都

（9.4％）、沖縄県（6.6％）、大阪府（5.1％）の

順でした。一方、下落は８県（前年比４県減）に

とどまり、そのうち５県は前年から下落幅が縮小

しています。

また、都道府県庁所在都市の最高路線価はすべ

ての都市で上昇または横ばいとなり、1991年以来

35年ぶりに下落都市が皆無となりました。

堅調なインバウンド需要や住宅需要、駅周辺の

再開発などが、全国的な地価の押し上げ要因と

なったと分析されています。
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その土地、適正な評価額ですか
不整形地・角地・私道の評価法

相続税における土地の評価は、単純に「路線価×面積」では決まりません。不整形地（形

がいびつな土地）、複数の道路に接する角地、私道負担のある土地などは、評価額が大き

く変わる場合があります。今回は、見落としやすい３つのケースを解説します。

形状と接道状況で差がつく
不整形地・角地の評価基準

見落としやすい評価減
私道の評価と確認の視点

土地は、一般的にその形状によって利用価値が

異なります。

正方形や長方形のように形がきれいに整ってい

る整形地に対して、いびつな形状の土地を不整形

地といいます。間口が狭く、奥に敷地が広がる形

状をした「旗竿地」や、「三角形に近い土地」、

「台形地」などがその代表です。

不整形地は、整形地と比べて利用価値が劣るた

め、相続税評価額が減額されます。

具体的には、国税庁が定める「不整形地補正率

表」に基づく補正率（0.60～1.00）を乗じて評価

額を算出します。地区区分と不整形割合に応じて、

形がいびつなほど低い補正率が適用されるように

なっています。

また、同じ面積や路線価でも、道路との接道状

況で評価は変わります。特に注意が必要なのは角

地です。角地とは、２本の道路が交差し、または

Ｔ字路のように接続している場所にあり、土地の

正面と側面が道路に接している土地のことをいい

ます。角地は一般的に利便性が高いため、原則と

して「側方路線影響加算率」を乗じて評価額を加

算します。

なお、１本の折れ曲がったＬ字型の道路の内側

にある土地は、準角地として、適用される加算率

が異なります。ただし、角地として加算するには、

『角地としての効用』を有することが要件です。

２本の道路に接していても、道路との間に著しい

高低差があり、物理的にその道路から土地へ進入

できないなど、実際の利用価値が高くないと判断

される場合は、加算対象外となることがあります。

国や自治体が管理する公道に対し、個人などが

所有し維持管理している道路を一般に私道といい

ます。敷地のほかに自分や近隣の人が道路として

使用している土地を保有または共有している状態

や、敷地の一部にこうした道路が含まれている状

態を私道負担といいます。

この私道負担部分は、利用制限を受けるため評

価額を減額することができます。具体的には、そ

の先が行き止まりになっている道路など特定の人

のみが使う私道の場合、評価額は隣接する宅地と

して評価した価額の30％で計算します。一方、公

道から公道へ通り抜けできる道路のように不特定

多数が通行する私道に該当すれば、公共性が高い

ため評価額は０円（非課税）となります。不特定

多数の通行に使われているかどうかについては、

道路の幅員などの明確な基準はなく、実際の利用

状況に基づき実質的に判断されます。

私道の評価には、登記事項証明書・公図・測量

図などの資料の確認と現地調査が不可欠です。所

有形態（単有か共有か）に加え、建築基準法上の

道路に該当するかどうか、該当しない場合の接道

状況、セットバック（道路後退）の要否なども、

土地の評価に影響します。

土地の形状や接道状況は、路線価図だけでは判

断できません。いずれのケースも机上の計算だけ

で即断せず、資料と現況を照らし合わせることが

重要です。

また、「相続税評価額」と、実際の「市場売却

価格」は必ずしも一致しないということも念頭に

置いておきましょう。
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「今年の路線価」はいつ使う？
タイミングとスケジュール管理

相続税の計算に欠かせない「路線価」は、毎年７月初旬に国税庁から公表されます。最新

版の発表前に相続が開始したときは、いつの路線価を使うべきなのでしょうか。今回は、

路線価の適用ルールと実務上の注意点について解説します。

基準は「相続開始日」の年分
年初の相続は「公表待ち」に

申告期限は「10カ月以内」
公表後の慌ただしさを防ぐ準備

路線価は毎年改定されるため、土地の相続税評

価額を算定する際に、どの年の路線価を適用する

のかが重要になります。

路線価は、毎年１月１日を評価時点とし、原則、

その年の７月初旬に国税庁から公表されます。そ

して、公表された年の１月１日から12月31日まで

の間に、相続や遺贈、贈与によって土地を取得し

た場合の土地の評価額の算定に適用されます。

したがって、相続税を計算する際は、路線価の

公表時期にかかわらず、原則として「課税時期

（相続開始日）」の属する年分の路線価を使用し

なければなりません。

たとえその年の路線価が公表される前に相続が

開始したとしても、前年の路線価を流用すること

は認められず、７月に公表される最新の路線価を

適用するのがルールです。

たとえば、2026年の春に亡くなった場合、前年

分ではなく、2026年７月に公表される最新の路線

価を使用します。

このため、１月～６月に相続が開始した場合、

その年分の路線価が公表されるまでは、土地の評

価額を確定させることができません。相続税の申

告を早期に進めたくても、７月に路線価が公表さ

れてから、最終的な計算をし、相続税の申告をす

ることになります。

このように、１月～６月に相続が開始した場合

には、路線価が公表されるまで、相続税申告書は

完成できないこととなります。

そのため、相続税の申告期限内にしばらく「路

線価の公表待ち」の期間が生じる点に注意が必要

です。

相続税の申告期限は、原則として「自己のため

に相続の開始があったことを知った日の翌日から

10カ月以内」と定められています。

なお、申告期限が土日や祝日、年末年始の閉庁

日などに該当する場合は、その翌日が期限となり

ます。

たとえば１月１日に相続が開始した場合、相続

税の申告期限は原則として同年11月１日となりま

す。

このケースでは、７月初旬にその年の路線価が

公表されてから相続税の申告期限まで、わずか４

カ月程度しか残されていません。公表後にすべて

の作業を開始していたら、相続税の申告スケ

ジュールは極めてタイトになってしまいます。

そこで、単に路線価の公表を待つのではなく、

事前準備を並行して進めることが重要です。

土地評価においては、現地調査による不整形地

などの減額要素の把握、公図や測量図といった資

料収集、権利関係の確認などを事前に済ませてお

くことができます。

また、預貯金や有価証券など土地以外の財産評

価のほか、相続人の確定に必要な戸籍謄本などの

収集、遺産分割協議の進行、小規模宅地等の特例

要件の確認も進めておきましょう。

路線価は「課税時期の属する年分」を適用する

ため、特に１月～６月に相続が開始した場合は、

相続税の申告期限を逆算したスケジュール管理が

非常に重要になります。

円滑に申告を終えられるように、早めに専門家

へ相談し、事前準備をしておくことをおすすめし

ます。
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路線価の基礎知識
地価公示価格・基準地価の違い

路線価とは？ 税金計算の
基準となる土地の価格

地価公示価格・基準地価との違い
３つの指標を正しく見分ける

公的機関が公表している土地の価格には「地下公示価格」「基準地価」「路線価」など、

目的に応じた複数の基準が存在します。相続や贈与の場面で税金を計算する際は、特に

「路線価」の理解が重要です。今回は、それぞれの価格の役割と違いについて説明します。

路線価（相続税路線価）とは、主要な道路（路

線）に面した標準的な宅地の１平方メートルあた

りの価格を指します。相続や遺贈、贈与などに

よって土地を取得した場合、相続税や贈与税を計

算する際の「財産評価額」を算定する基準として

用いられます。

路線価は、毎年１月１日を評価時点とし、原則

としてその年の７月初旬に国税庁から公表されま

す。そして、その年の１月１日から12月31日まで

の間に相続や遺贈、贈与によって土地を取得した

場合の土地の評価額の算定に適用されます。

ただし、全国のすべての道路に路線価が設定さ

れているわけではありません。路線価が設定され

ていない地域（倍率地域）については、市町村

（東京23区は都）が算定した固定資産税評価額に

国税庁が定める評価倍率を乗じて計算する倍率方

式が採用されます。

国や自治体が発表する主要な３つの土地の価格

について、役割と違いを整理しておきましょう。

①地価公示価格：国土交通省が公表し、一般の土

地取引の指標となる価格です。原則として都市計

画区域内が対象となります。

②基準地価：都道府県が公表し、地価公示価格を

補完します。都市計画区域以外も対象となります。

③路線価：先に紹介した通り、国税庁が公表し、

相続税・贈与税の算定基準となります。土地の価

格は日々変動するため、課税時期による不公平を

防ぎ納税者の負担に配慮する観点から、時価（地

価公示価格）の「８割程度」を目安に安全性を踏

まえて設定されています。

路線価を用いて土地を評価する際は、土地の形

状（間口が狭小、奥行長大、不整形など）に応じ、

路線価を「補正」できるケースもあります。土地

の適正な財産評価は将来の円滑な納税対策に直結

するため、専門家への相談をおすすめします。
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